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高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部情報セキュリティ政策会議 

重要インフラ専門委員会 

第２０回会合議事要旨 

 

１ 日時 平成２０年９月１２日（金） １５：３０～１９：００ 

 

２ 場所 内閣府本府講堂 

 

３ 出席者 

［委員］ 

浅野 正一郎 委員長 （国立情報学研究所 教授） 

伊藤 悦郎 委員 （東日本旅客鉄道（株）） 

稲垣 隆一 委員 （弁護士） 

大塚 順三 委員 （日本放送協会） 

大林 厚臣 委員 （慶応義塾大学教授） 

雄川 一彦 委員 （日本電信電話（株）） 

金澤 亨  委員 （野村證券（株）） 

岸本 博之 委員 （（財）金融情報システムセンター） 

佐藤 久光 委員 （東京都） 

神保 謙  委員 （慶應義塾大学准教授） 

田口 靖  委員 （（社）日本水道協会） 

竹原 秀臣 委員 （電気事業連合会） 

中尾 康二 委員 （KDDI（株）） 

永瀬 裕伸 委員 （日本通運株式会社） 

早貸 淳子 委員 （有限責任中間法人 JPCERT コーディネーションセンター） 

広瀬 雅行 委員 （（株）東京証券取引所） 

宮島 理一郎 委員 （定期航空協会） 

持田 恒太郎 委員 （三井住友ファイナンシャルグループ） 

森山 拓哉 委員 （住友生命保険相互会社） 

矢野 一博 委員 （日本医師会総合政策研究機構） 

山川 浩之 委員 （（社）日本ガス協会） 

山本 志郎 委員 （日本興亜損害保険（株）） 

渡邊 正美 委員 （東京地下鉄（株）） 

 

［政府］ 

内閣官房情報セキュリティセンター副センター長 

資料５ 



 

 2 

内閣官房情報セキュリティ補佐官 

内閣官房情報セキュリティセンター内閣参事官 

内閣府（防災担当）政策統括官（防災担当）付地震・火山対策担当参事官（代理） 

警 察 庁 警備局警備企画課長 

金 融 庁 総務企画局参事官（代理） 

総 務 省 情報通信政策局情報セキュリティ対策室長 

総 務 省 自治行政局地域情報政策室長 

厚生労働省 政策統括官付社会保障担当参事官（代理） 

厚生労働省 医政局 研究開発振興課 医療機器・情報室長（代理） 

経済産業省 原子力安全・保安院 電力安全課長 

国土交通省 政策統括官付参事官（物流政策）付（代理） 

国土交通省 鉄道局危機管理室長（代理） 

防 衛 省 運用企画局情報通信・研究課情報保証室長 

 

4 議事内容 

(１) 論点説明に関して 

○ 事務局より説明 

 

(２) 委員意見開陳 

○ 安全基準等の見直し・強化を行っていくためには、セプター及び事業者が具体的

にどのような作業を行なうのか例示する必要があるのではないか。 

 

○ セキュリティ報告書を各事業者が作成・開示することは、１００点でなければ事業

者が劣っていると誤解される恐れがあり、事業者が主体的に自己のあり方について

チェックするという次期行動計画の方向にそぐわないのではないか。 

また、海外の事業者と競争を行っている分野では、過度な取り組みを要請すること

により国際競争力の観点で問題が生じる恐れもあるのではないか。 

 

○ 後々の議論や評価のことを考えると、やはり次期行動計画の目標は、国民生活

や社会経済活動に重大な影響を及ぼす IT 障害ゼロが望ましいのではないかという意

見がある一方、表現に関する意見の表明があり、言葉を重ねて説明することが必要

ではないかという意見があった。 

 

○ 次期行動計画の目標について、今のままで本当に目標は達成できるのか、ある

いは目標未達に対して誰が責任を取るのかという疑問が生じてもおかしくはないこと

から、誤解が生じないようにすることが大事ではないかという意見がある一方、そもそ
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も障害事例の発生をもって個別事業者への要請や、特定の分野への強制はこれまで

も行っておらず、次のステップに向けてどのように処すべきかが重要という意見があ

った。 

 

○ 防災に関する枠組みについては、内閣府、所管省庁、自治体といった枠組みが

既にあるので、ＮＩＳＣはどう関わっていくのか、行政組織間での役割・範囲を明確にし

てほしい。 

 また、脅威の種類として、他に与える脅威と書かれているが、自ら受ける脅威との

関係が分かりにくいので、表現について調整してほしい。 

 

○ 対策の担い手、情報共有のあり方等、重要インフラのセキュリティ対策に関する

官民の取組み目標をどこに置くのか明らかにするため、次期行動計画の定義の部分、

対象範囲に、共有すべき情報という項を入れて、領域を明確化してほしい。 

 

○ 事案対処省庁の位置づけについての提案内容を次期行動計画に記載するため

にはコンセンサスが必要だが、これまでの関係各位における議論を見る限り、現状、

まだその段階に至っていない。今後も、引き続き関係者で調整・検討してほしい。 

 

○ 事案対処については、重要インフラに関わる事業者の内部でもいろいろな考え方

があると思うので、事業者側の委員においては、整理した上で意見を表明いただくこ

とを期待したい。 

   


